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研究要旨：本研究は、急速に変化する労働環境において諸外国の産業保健制度がどの

ように対応しているかを、制度的側面および実務的側面から多角的に明らかにし、日

本の産業保健政策の課題解決に資する基礎資料を提供することを目的とした二か年計

画である。初年度である本年度は、法学グループが、英国・米国・フランス・ドイツ

に加え、産業看護職を積極活用するフィンランド・韓国・タイを対象として、制度的

側面と運用実態を文献調査により整理した。あわせて産業医学グループが、次年度の

実地調査に向け、研究分担者の有するICOH・IOMSC等の国際的ネットワークを起点と

して、国際学会への参加・発表および専門研究機関への訪問を通じ、IOMSCを軸とす

る国際協働組織・中核的専門家・公的機関の三層からなる人的ネットワークの基盤を

確立した。その結果、各国制度は、法的アプローチ、専門職の配置義務、産業保健看

護職の役割と専門性、治療と就労の両立支援、中小企業・脆弱セクターへの国の関与

において多様であり、いずれも日本の産業保健政策への政策的示唆を含むことが明ら

かとなった。一方で、文献上の制度と現場での運用実態との乖離は文献調査のみでは

検証し得ないことから、次年度は本成果を基盤として現地専門家への実地調査を行

い、これを検証するとともに、諸外国の産業保健制度に関するデータベースの構築を

目指す。 

[1]



Ａ．研究目的 

本研究は、急速に変化する労働環境に

おいて、諸外国の産業保健制度がどのよ

うに対応しているかを、制度的側面およ

び実務的側面から多角的に明らかにし、

日本の産業保健政策の課題解決に資する

基礎資料を提供することを目的とする。 

日本の労働環境は、フリーランスや非

正規雇用の拡大、高齢労働者や外国人労

働者の増加、女性の労働参加の進展、テ

レワークの普及などにより多様化・複雑

化が進んでいる。治療と仕事の両立支

援、メンタルヘルス対策、化学物質の自

律的管理といった課題への対応は、日本

の産業保健制度の喫緊の課題である。諸

外国においても同様の課題への制度設

計・運用が進展しているが、その実態や

現場での運用方法は十分に明らかにされ

ていない。各国の制度と運用を分析する

ことは、日本の産業保健政策の課題解決

に資する可能性が大きい。 

本研究は、法学グループと産業医学グ

ループを構成し、米国・英国・フラン

ス・ドイツを中心に、制度的側面と実務

的側面の双方を学際的アプローチで調査

する二か年計画である。初年度（令和７

年度）は、文献調査を通じて各国の産業

保健制度の変遷と現状の課題を整理する

とともに（制度的側面＝法学グループ、

実務的側面＝産業医学グループ）、次年

度の実地調査に向けた現地専門家ネット

ワークを構築することを目標とした。本

総括研究報告書は、初年度における両グ

ループの分担研究の成果を統合するもの

である。 

 

Ｂ．研究方法 

本研究は、法学グループと産業医学グ

ループの二グループ体制で実施した。 

法学グループは、諸外国の産業保健制

度について、制度と運用実態の双方を対

象とする調査を行った。法学者が法令・

趣旨・関係判例・歴史的沿革・選任義

務・投入時間制度・中小企業支援等の制

度的側面を、産業保健看護職（OHナー

ス）が産業保健職の種類・資格・教育・

業務内容等の運用実態を分担して調査し

た。対象国は、英国・米国・フランス・

ドイツを中心とし、OHナースが積極的に

活用されているフィンランド・韓国・タ

イを加えた。調査は文献レビューの手法

により、行政の政策文書や専門職団体の

レポートを優先し、学術文献で補完し

た。 

産業医学グループは、産業医学領域の

国際雑誌・学会抄録集を対象とした実務

的側面の文献調査を行うとともに、次年

度の実地調査に向けて、研究分担者の有

する国際的ネットワーク（ICOH・IOMSC

等）を起点に、国際学会への参加・発表

および専門研究機関への訪問を通じて、

各国の産業保健専門家とのネットワーク

を構築した。 

各グループの調査結果を、本報告書で

は横断的な論点軸に沿って統合的に整理

した。 

 

Ｃ．研究結果 

１．諸外国の産業保健制度の横断的分析

（法学グループ） 

法学グループの調査により、各国の産

業保健制度を以下の論点軸で横断的に整

理した（表２）。 

（１）産業保健を支える法的アプローチ 

各国は、産業保健をどの程度法的に強

制するかにおいて大きく異なる。英国

は、事業場ごとの専門職配置を義務づけ

ず、1974年労働安全衛生法（HSWA）が雇

用主に課す包括的義務の履行手段を市場

と専門職の自律に委ねる「非強制・自律
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モデル」を採る。米国は、1970年労働安

全衛生法（OSH法）に基づき、規制・執行

を担うOSHAと研究・勧告を担うNIOSHの分

業を中核とする「規制・執行モデル」で

あるが、州プランや適用除外により制度

が断片化している。これに対しフランス

は、産業保健サービス（SPST）への加入

と職業リスク評価統一文書（DUERP）の作

成を全使用者に義務づけ、行政認可・複

数年契約・第三者認証の三層ガバナンス

で質を担保する「法定義務モデル」を採

る。ドイツも産業保健を法定するが、国

家機関と法定労災保険（DGUV）が規制・

支援を二元的に担う独自の体制を持つ。 

（２）産業保健専門職の配置義務と専門

職構成 

英国・米国では産業医等の配置義務はな

く、専門職の活用は事業者の任意判断に

委ねられる。一方フランスは多職種チー

ム（SPST）への加入を義務づけ、労働医

は勤務時間の３分の１を現場の予防活動

に充てる。ドイツは産業医と労働安全専

門家の選任と両者の協働を法定し、さら

に事業場のリスクレベルに応じた最低関

与時間（投入時間）を数値で義務づける

点に特徴がある。 

（３）産業保健看護職（OHナース）の役

割と専門性 

英国・米国・フィンランド・韓国で

は、OHナースが産業保健実務の中核を担

っている。その背景には、英国のSCPHN、

米国のABOHN認証・ERC、フィンランドの

公衆衛生看護師資格と専門研修、韓国の

KAOHNによる継続教育など、専門性を支え

る教育・資格制度の存在がある。これに

対しドイツでは、OHナースは法定職では

なく、産業医を補助する役割にとどま

る。 

（４）治療と就労の両立支援の制度設計 

 各国は、日本の両立支援に相当する制

度をそれぞれ整備している。英国はFit 

Note（条件付き就労証明書）と平等法に

基づく合理的配慮を接続し、医学情報を

職務設計へ「翻訳」する。米国は、ADA・

FMLAによる法的権利保障と、SAW／RTW

（就業継続・早期復職）の実装モデルを

併走させる。フランスは職業的離脱の予

防（PDP）の専任ユニットと復職面談の体

系を整え、ドイツは社会法典に基づく事

業所編入マネジメント（BEM）と段階的復

職（STWE）を法定している。 

（５）中小企業・脆弱セクターへの支援

と国の関与 

 中小企業やフリーランスは、いずれの

国でも産業保健サービスへのアクセスが

乏しく、健康格差が課題となっている。

英国ではサービスが大企業中心で、専門

的サービスを受けられるのは労働人口の

約４割にとどまる。これに対しフィンラ

ンド・韓国・タイでは、費用償還制度や

国の指定機関による巡回など、国の積極

的な関与が中小企業支援を駆動している

点が注目される。 

対象

国 
法的ア

プロー

チ 

専門職

の配置 
OHナ

ース

の役

割 

両立

支援 
中小

企業

支援 

英国 非強

制・自

律モデ

ル 

配置義

務なし 
実務

の中

核 

Fit 

Note

＋合

理的

配慮 

大企

業中

心

（約

４

割） 

米国 規制・

執行モ

デル

（OSHA

／

NIOSH） 

配置義

務なし 
実務

の中

核 

ADA・

FMLA

＋SAW

／RTW 

オン

サイ

ト相

談、

空白

あり 

フラ

ンス 
法定義

務モデ

ル

（SPST

多職種

チーム

加入義

務、労

多職

種チ

ーム

の一

PDP・

復職

面談

の体

SPSTI

（共

同

型）
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加入義

務） 
働医は

1/3時

間 

員 系 で確

保 

ドイ

ツ 
法定義

務＋二

元体制

（国

家・

DGUV） 

産業

医・安

全専門

家の選

任＋投

入時間

義務 

法定

外・

補助

的役

割 

BEM

（法

定）

＋

STWE 

大企

業偏

在・

格差

あり 

フィ

ンラ

ンド 

韓

国・

タイ 

法律で

提供体

制・配

置を義

務 

国によ

り選任

義務

（韓・

タイ） 

実務

の中

核

（フ

ィ

ン・

韓） 

（調

査範

囲で

は限

定

的） 

国の

積極

関与

（償

還・

巡

回） 

表 諸外国の産業保健制度の横断的論点軸 

 

２．実地調査に向けた現地専門家ネット

ワークの構築（産業医学グループ） 

産業医学グループは、次年度の実地調

査に向けて、現地専門家ネットワークの

構築に取り組んだ。研究分担者が有する

国際的役職（ICOH理事、IOMSC理事）を起

点に、AOHC2025（米国）・EPICOH2025

（オランダ）等の国際学会への参加・発

表および専門研究機関への訪問を通じ

て、国際産業医学関連学会協働組織

（IOMSC）を軸とする、国際協働組織・中

核的専門家・公的機関の三層からなる人

的ネットワークの基盤を確立した。あわ

せて、米国の労働安全衛生行政の変化や

産業医学専門職の養成基盤の課題、職業

曝露評価の国際標準化の動向等を把握し

た。これにより、次年度の実地調査の基

盤が整備された。詳細は産業医学グルー

プの分担研究報告書に示すとおりであ

る。 

 

Ｄ．考察 

初年度の調査を通じて、日本の産業保

健政策にとって示唆に富む複数の知見が

得られた。 

第一に、産業保健の実効性は、法的強制

の有無そのものよりも、「予防が実際に

回る構造」と「専門職が機能する条件」

が確保されているかに左右されるという

点である。フランスのように文書による

予防管理を法的に強制する国も、英国の

ように自律と市場に委ねる国も、それぞ

れの方法で予防のサイクルと専門職活用

の動機づけを制度に埋め込んでいる。日

本の制度を検討する際には、強制か任意

かの二者択一ではなく、予防を駆動する

仕組みの設計が要点となる。 

第二に、産業保健看護職（OHナース）

の専門性を中核資源として活かす方向性

である。英国・米国・フィンランド・韓

国では、OHナースが高い専門性をもって

実務の中核を担い、多職種連携の調整役

を果たしている。その基盤には、標準化

された教育・資格制度がある。日本にお

いても、OHナースの実践的教育（特にケ

ースマネジメント）の標準化と質保証

が、産業保健の実効性向上の鍵となりう

る。 

第三に、中小企業・フリーランス等の

脆弱セクターへの支援における国の関与

の重要性である。フィンランド・韓国・

タイの事例は、費用償還や指定機関によ

る巡回といった国の積極的関与が、中小

企業の産業保健カバレッジを高めうるこ

とを示している。 

第四に、治療と就労の両立支援は、法的

権利の保障と、現場で運用可能な実装モ

デルの双方を併走させることが有効であ

るという点である。各国とも、権利保障

の枠組みと、復職・就業継続を支える具

体的な手続・モデルを組み合わせてい

る。 

最後に、本調査は文献調査に基づくも

のであり、各国の制度が現場でどの程度
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実効性をもって運用されているかという

「実態」は、次年度の実地調査を通じて

はじめて検証できる。産業医学グループ

が構築した専門家ネットワークは、この

検証を可能にする基盤である。文献上の

制度と運用実態の乖離を明らかにするこ

とが、次年度の中心的課題となる。 

 

Ｅ．結論 

令和７年度は、文献調査による諸外国

の産業保健制度の横断的整理と、次年度

の実地調査に向けた現地専門家ネットワ

ークの構築を達成した。各国の制度は、

法的アプローチ、専門職の配置と構成、

OHナースの役割、両立支援の制度設計、

脆弱セクターへの支援において多様であ

り、それぞれに日本への示唆を含む。次

年度は、本成果を基盤として現地専門家

への実地調査を行い、制度と運用実態の

乖離を検証するとともに、日本の産業保

健政策に資する基礎資料および諸外国の

産業保健制度のデータベースの構築を目

指す。 

 

Ｆ．政策提言および実務活動 

＜政策提言＞ 

該当なし 

＜研究活動に関連した実務活動＞ 

各分担研究報告書に記載のとおり。 

 

Ｇ．研究発表 

１．発表論文 

- 深井航太．AOHC2025現地報告 急変す

る米国の労働安全衛生政策と産業医学の

ゆくえ．健康開発．2025;30(1):81-86． 

- 深井航太．EPICOH 2025参加報告：グロ

ーバルな産業保健への責任．産業医学ジ

ャーナル．2026;49(1):59-61．

doi:10.34354/ohpfjrnl.49.1_59 

-  

２．学会発表 

該当なし 

３．知的財産権の出願・登録状況 

該当なし 
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